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周波数再編アクションプラン（令和４年度版）（案）
概要

令和４年９月
総合通信基盤局電波部電波政策課

別紙１
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 新たな電波利用ニーズに応えるため、周波数再編を実施すべき内容等について、「周波数再編アクションプラン※」 を策定し、
公表している。

 令和３年度電波の利用状況調査（714MHz超の周波数が対象）の評価結果（令和４年７月15日電波監理審議会
答申）等を踏まえて、「周波数再編アクションプラン（令和４年度版）」を策定するもの。

概 要

周波数再編アクションプランについて

周波数再編アクションプランの策定の流れ
※ 平成16年度から毎年策定・公表

周波数再編
アクションプラン
（毎年）

周波数割当計画
（告示）

新たな電波利用
システムの導入

Plan

Do

Check Action

電波の利用状況の調査・評価
（毎年）

①714MHz以下
（令和４年度、令和６年度、・・・）
②714MHz超
（令和３年度、令和５年度、・・・）

【
周
波
数
区
分
】
【
調
査
事
項
】

①無線局DBの集計調査
免許人数、無線局数、電波の型式等

②免許人からの報告調査
無線局の運用時間、今後の運用計画等

毎年の定例調査のほか、必要に応じ、
臨時の利用状況調査を実施（臨時）

審
議
会
や
国
際
機
関
等
に
お
け
る

国
内
外
の
検
討
状
況
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• デジタルMCAの高度MCAへの移行後の周波数有効利用方策、1.2GHz帯アナログ方式の画像伝送システムの周波数移行、1.9GHz帯公衆
PHSサービス終了後の周波数有効利用方策の検討を推進 等

周波数再編アクションプラン（令和４年度版）の主なポイント

（２）V-Low帯域等、V-High帯域の利活用の推進

• 新たに、携帯電話網システムとして+40MHz幅、衛星通信システムとして＋2.5GHz幅、無線LANシステムとして＋0.5GHz幅の帯域を確保

（４）無線LANの更なる周波数拡張等に向けた対応
• 無線LANの6425～7125MHzへの拡張、5925～6425MHz帯における無線LANの高出力屋外利用、ナローバンドデバイスの利用に関する

検討を推進 等

• 1.7GHz帯/1.8GHz帯携帯電話向け非静止衛星通信システム及び静止衛星を用いた移動体向けブロードバンド衛星通信システム
（ESIM）による拡張帯域の利用に向けた検討を推進 等

（５）Ｖ２Ｘの検討推進

（６）衛星通信システムの高度利用に向けた対応

• 令和４年６月にとりまとめられた「Beyond 5Gに向けた情報通信技術戦略の在り方」に基づき、光ネットワーク技術、光電融合技術、衛星・
HAPSネットワーク技術等の研究開発を強力に加速し2025年以降順次の社会実装、国際共同研究及び国際標準化を強力に推進 等

2025年度末までの周波数の帯域確保目標に対する進捗状況

• 2.6GHz帯、4.9GHz帯、26GHz帯、40GHz帯等において、ダイナミック周波数共用の活用を含めた移動通信システムへの追加割当てに向け
た検討を推進 等

（１）公共業務用周波数の有効利用の促進
• 国や自治体等が使用する公共業務用無線局（電波利用料の減免を受けているもの）のうち「他用途での需要が顕在化している周波数を使

用するシステム」と「アナログ方式を用いるシステム」について取組状況のフォローアップを実施 等

<重点的取組として以下８項目を設定＞

（８）Beyond ５Ｇの推進

• V-Low帯域は、FM放送用周波数の拡充、FM防災情報システム等への利活用に向けた検討を推進、
V-High帯域は、200MHz帯公共ブロードバンド移動通信システムの周波数の拡張、狭帯域IoT通信システムの導入に向けた検討を推進 等

（３）5G等の普及に向けた対応

• 5.9GHz帯へのV2X用通信を導入する場合における具体的な周波数の利用方策等について、令和４年度に検討を開始する 等

（７）その他の主な周波数再編、移行等の推進



42025年度末までの周波数の帯域確保目標に対する進捗状況
2025年度末までの周波数の帯域確保目標に対する進捗状況
・2025年度末までの周波数の帯域確保目標 （デジタル変革時代の電波政策懇談会報告書（令和３年８月）より）

2025年度末までの当面の目標として、特に帯域を必要とする5G・Beyond5Gなど携帯電話網システム、衛星通信・HAPS システム、IoT・無線
LANシステム、次世代モビリティシステムの４つの電波システムについて、2020年度末を起点として、全体として＋約16GHz幅の帯域確保を目指す。
・進捗状況
全体として＋3.04GHz幅（携帯電話網：+40MHz幅、衛星通信：＋2.5GHz幅、無線LAN：＋0.5GHz幅）の帯域を確保。

～6GHz帯
（低SHF帯以下）

30GHz帯～
（EHF帯）

6GHz～３０GHz帯
（高SHF帯）

次世代
モビリティIoT・無線LAN5G・Beyond 5G等

携帯電話網
衛星通信・

HAPS

※１ 2020年度末比
※２ ４システム間で共用する帯域は、システムごとの帯域幅に積算
※３ 無線システムの実装に係る現状及び今後の導入可能性を踏ま

え周波数帯を区分(SHF：Super High Frequency, 
EHF：Extra High Frequency)し、各帯域区分に事例を
付記

主に既存システムの再編やシステム間の共用の促進
2025年度末 ： +170MHz幅

主に既存システムの再編やシステム間の共用の促進
2025年度末 ： +９GHz

未利用周波数帯の活用
2025年度末 ： +7GHz幅

周波数帯※３

2021年度～
2025年度末 +６GHz幅 ＋９GHz幅 +１GHz幅 +３０MHz幅

対象システム※２

2020年度末 4.2GHz幅 9.8GHz幅 9.5GHz幅 13.9GHz幅

非静止衛星コンステや
ESIMの実現

Q/V帯の活用

ダイナミック周波数共用の
適用、５G移行

５Gの追加割当

V2Xの実現

ダイナミック周波数共用の
適用、５Gの追加割当

無線LAN帯域の
拡張

新たに確保する帯域幅

新たな帯域確保の目標

2025年度末
+約１６GHz幅※１

2020年度末の帯域幅の合計
約37 GHz幅

【2025年度末までの帯域確保の目標】

【進捗状況】
+４０MHz幅 ＋２.５GHz幅 +０.５GHz幅

（予定）

進捗状況（予定を含む）

+３.０４GHz幅＊2.3GHz帯のダイナミック
周波数共用の適用による

５Gの追加割当て
＊高SHF帯の非静止衛星

コンステ
＊6GHz帯への無線LAN

帯域の拡張
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（１） 公共業務用周波数の有効利用の促進

周波数再編アクションプラン（令和４年度版）の重点的取組の概要

関係府省庁における取組の進捗状況
（他用途での需要が顕在化している周波数を使用するシステム）

関係府省庁における取組の進捗状況
（アナログ方式を用いるシステム）

システム名 周波数帯 今後の取組 進捗状況

① 路側通信用 1620kHz デジタル化、廃止又は他の
無線システムへ移行

廃止済 又は 他システムへ
の移行検討中

② 60MHz帯テレメ－タ 60MHz帯 他の無線システムへ移行 移行が進展中

③ テレメ－タ 60MHz帯/
400MHz帯 デジタル化

デジタル方式導入のための
技術試験を実施中④ 水防用 60MHz帯/

150MHz帯 デジタル化

⑤ ダム・砂防用移動無線 60MHz帯 デジタル化

⑥ 中央防災150MHz 150MHz帯 デジタル化又はPS-LTE等 廃止予定（令和４年11月）

⑦ 部内通信
（災害時連絡用） 150MHz帯 デジタル化又はPS-LTE等 PS-LTEでの代替可能性

を検討中

⑧ 石油備蓄 150MHz帯 デジタル化又はPS-LTE等 デジタル化が進展中

⑨ 防災相互波 150MHz帯
/400MHz帯 PS-LTE等 PS-LTEでの代替可能性

を検討中 又は 廃止予定

⑩ 中央防災400MHz 400MHz帯 デジタル化 デジタル化済

⑪ ヘリテレ連絡用 400MHz帯 デジタル化 デジタル方式導入のための
技術試験を実施中⑫ 気象用ラジオロボット 400MHz帯 デジタル化

⑬ 15GHz帯ヘリテレ画像
伝送 15GHz帯 デジタル化又は廃止 デジタル化が進展中 又は

廃止予定（令和6年3月）

システム名 周波数帯 他の用途
での需要 今後の取組 進捗状況

① 1.2GHz帯
画像伝送用
携帯局

1.2GHz
帯

放送事業
用等

廃止又は
他の無線システ

ムへ移行
廃止済

② 5GHz無線
FWA 5GHz帯 ５G

廃止又は
他の無線システ

ムへ移行
代替手段への
移行検討中

③ 気象レーダー
(C帯)

5.3GHz
帯 無線LAN 周波数共用 共用条件を

検討済

④ 6.5GHz帯
固定マイクロ

6.5GHz
帯 無線LAN 周波数共用 周波数共用に

向けて継続検討

⑤ 携帯TV用 37GHz帯 ５G、衛星
廃止又は

他の無線システ
ムへ移行

廃止済 又は
廃止予定（令和4

年中）

⑥ 40GHz帯
固定マイクロ 40GHz帯 ５G、衛星 他の無線システ

ムへ移行 周波数移行済み

⑦ 38GHz帯
FWA 38GHz帯 ５G、衛星 周波数共用 周波数共用に

向けて継続検討

• 国や自治体等が使用する公共業務用無線局（電波利用料の減免を受けているもの）のうち、「他用途での需要が顕在化している周波数を
使用するシステム」と「アナログ方式を用いるシステム」を対象に、デジタル変革時代の電波政策懇談会公共用周波数等ワーキンググループにおい
て、関係府省庁における周波数の有効利用に向けた取組の進捗状況等についてヒアリングを行い、フォローアップを実施。これらシステムについて
は、公共業務用無線局に係る電波の利用状況調査として当面の間、毎年実施する。

※各システムについては、後述の５G、無線LAN、衛星に関する取組において、具体的な周波
数帯等を記載
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（２） V-Low帯域等、V-High帯域の利活用の推進

周波数再編アクションプラン（令和４年度版）の重点的取組の概要

• 放送大学の地上放送跡地（77.1MHz及び78.8MHz）については、「放送用周波数の活用方策に関する検討分科会」において令和４年
３月に取りまとめた「放送用周波数の活用方策に関する取りまとめ（放送大学の地上放送跡地及びV-Low帯域）」に基づき、令和４年６
月、関東地域における臨時災害放送局等に利用可能とする制度整備を行った。

• V-Low帯域（95～108MHz帯）については、同取りまとめに基づき、ＦＭ放送用周波数の拡充に向けて令和10年から全国的に実施可能
となる見通しのＡM放送からＦＭ放送への転換等に伴う必要帯域幅を検討する。また、ＦＭ防災情報システムの導入に向けた既存無線システ
ム等との周波数共用に係る技術試験を令和５年度まで実施する。さらに、関係府省庁におけるＦＭ路側通信システム又はその他の無線システ
ムへの移行等の検討状況の調査等を実施する。これらの検討等の状況を踏まえて令和６年度末までを目途に具体的な割当方針を検討する。

V-Low帯域FM放送・
コミュニティ放送

航空無線標識（VOR)
計器着陸システム（ILS）

地上型衛星航法補強システム（GBAS）

76 95

108

117.9
75 [MHz]

①FM放送用周波数の拡充に向けたAM放送からFM放送への転換等に伴う必要帯域幅の検討
②FM防災情報システムの導入に向けた共用検討

③FM路側通信システム又はその他の無線システムへの移行等の検討状況を調査 等

＜FM放送の利用イメージ＞ ＜FM防災情報システムの利用イメージ＞ ＜路側通信システムの利用イメージ＞

国道等で一般車両に渋滞、事故等の道路交通情報を提供
（現行システム：1620kHzを利用。AMラジオ受信機で受信。）

屋外拡声子局の一部を選定してFM送信設備を設置し、車両避難者等に対して防災行政無線
の屋外拡声子局から流れる情報と同じ内容を伝達することを想定

FM放送波

市区町村庁舎
防災行政無線
同報系親局設備

60MHz帯
防災行政無線

ＦＭ波(再送信） ＦＭ波
(再送信）

ＦＭ送信設備
ＦＭ
送信設備

防災行政無線
設備

防災行政
無線設備

防災同報系音達エリア(約400m程度）
避難所駐車エリア

小スポットエリア

屋外拡声子局1
屋外拡声子局2
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（２） V-Low帯域等、V-High帯域の利活用の推進

周波数再編アクションプラン（令和４年度版）の重点的取組の概要
（続き）

200MHz帯公共ブロードバンド移動通信システム
（公共BB）

253.
85

公共業務（移動）・航空管制通信

243

航空用
救命無線

[MHz]

V-High帯域

202.5

222

＜公共BBの利用イメージ＞

• V-High帯域（207.5～222MHz）の活用方策については、「放送用周波数の活用方策に関する検討分科会」において、平成31年４月公
表「V-High帯域の活用方策に関する取りまとめ」を踏まえ、「①放送サービスの高度化」、「②IoT」、「③通信サービスの高度化」の３つの分野
について、ユースケースの具体化のための実証実験が行われ、当該実証実験の結果について、令和４年６月に「V-High帯域における実証実
験等の結果取りまとめ」が公表され、通信サービスの高度化に関する具体的なシステム導入に向けた検討を進めることとの提言がなされたところで
ある。

• V-High帯域については、当該取りまとめ及びデジタル変革時代の電波政策懇談会報告書（令和３年８月）も踏まえ、200MHz帯公共ブ
ロードバンド移動通信システム（公共BB）の周波数を拡張した場合における他システムとの共用条件等の検討を進め、令和６年度末までに
技術的条件をとりまとめる。

• なお、この際、拡張後の公共BBと他システムとのガードバンド等を活用して、災害時等に公共性の高い複数組織が多地点で情報共有を図るこ
とが可能な狭帯域IoT通信システムの導入についても併せて技術的条件の検討を行う。

公共BBの周波数を拡張した場合における他システムとの共用条件等の検討

＜狭帯域IoT通信システムの利用イメージ＞

基地局

消防本部モニタ 現場

道路管理
事務所

現場

現場 ただちに避難
してください

河川管理
事務所

防災行政無線

捜索救助
航空機

GB

207.5

＊GB=ガードバンド170

156

169

無人移動体画像
伝送システム

船舶通信（国際VHF等）・
放送事業・各種用途

（固定・移動）
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（３） 5G等の普及に向けた対応

N-STAR衛星

周波数再編アクションプラン（令和４年度版）の重点的取組の概要

ダイナミック周波数
共用検討帯域

5G候補周波数帯

各種レーダー
（ASR等）

電波天文

2500

2700

2655

2690

2645

広帯域移動無線
アクセスシステム

移動
衛星↓ 2665

2535
2545

2.6GHz帯

移動
衛星↑

公共業務（固定）

4500

4600

4900

5000 [MHz]

5G ローカル５G 5GHz帯無線アクセス
システム(FWA)

4.9GHz帯

4800
[公共業務用無線局]
②5GHz帯FWA
：代替手段への移行

検討中

ローカル５G

・ 2.6GHz帯（2.645～2.665GHz帯）については、平成29年度に実施した衛星移動通信システムとの共用検討の結果も踏まえ、既存無線シ
ステムへの影響に配慮しつつ、平時と災害時のダイナミックな周波数共用の適用を含め、移動通信システムの導入の可能性について検討を進める。

・ ローカル５G（4.6～4.9GHz、28.2～29.1GHz帯）については、様々な課題解決や新たな価値の創造等の実現に向け、現実の利活用場
面を想定した開発実証を令和４年度まで実施する。さらに、ローカル５Ｇの広域利用の実現可能性や免許手続の簡素化、海上での利用可能
性等、より柔軟な運用に向けた検討を行い、令和４年度中に取りまとめるとともに、その結果を踏まえ、制度整備を行う。

・ 4.9GHz帯（4.9～5.0GHz帯）については、令和７年度末までの5Gへの周波数割当てに向けて、既存の5GHz帯無線アクセスシステム（登
録局）を新たに開設することが可能な期限を令和７年度までを目途とするとともに、既存無線システムについては、終了促進措置を活用し、他の
無線システムへの移行等の検討を進める。

建物内や敷地内で自営の５Ｇネットワークとして活用

インフラ監視

河川監視

スマート工場

建機遠隔制御

農業
での活用

建設現場
での活用

工場での
活用

スマート農業

防災現場
での活用

インターネット

住宅

デジタル・ディバイド対策
（光ファイバの代替）

 

P-MP

光ファイバ

＜N-STARシステムの利用イメージ＞ ＜ローカル５Gの利用イメージ＞ ＜5GHz帯FWAの利用イメージ＞

５GHz帯FWAN-STAR

3400
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（３） 5G等の普及に向けた対応 （続き）

周波数再編アクションプラン（令和４年度版）の重点的取組の概要

・ 26GHz帯（25.25～27GHz）及び40GHz帯（37.0～43.5GHz）については、令和７年度末までの５Ｇへの周波数割当てに向け、既存
無線システムとの共用検討や電波の利用状況の調査結果等を踏まえ、ダイナミック周波数共用の適用帯域や終了促進措置の活用も含めた周
波数再編について検討を行う。

・ 22GHz帯（22.0～23.6GHz）については、令和3年度の電波の利用状況調査・評価の結果、全体として無線局数が減少傾向であり無線
局数が他の周波数帯に比べて極めて少ないこと等から他のIMT候補周波数帯における周波数再編の際の移行先周波数としての可能性について
検討していくことが必要とされている。26GHz帯や40GHz帯の周波数再編の際の既存無線システムの移行先候補として、22GHz帯無線アクセ
スシステム（FWA）の高度化に向けた検討を推進する。

ダイナミック周波数
共用検討帯域

5G候補周波数帯

電波
天文

衛星間
通信

22GHz帯
FWA

22.4

22.0

22.6

22.21
22.5

23.0
23.2

23.55
23.6

24.0

21.4

CATV番組中継
（固定・移動）

衛星
放送

エントランス回線
（固定）

電波
天文

22GHz帯

既存無線システムの
移行先候補として、
22GHz帯FWAの
高度化に向けた検討
を推進

26GHz帯

[公共業務用無線局]
⑤40GHz帯画像伝送(携帯TV用)
: 廃止済み又は廃止予定(令和4年中)

[公共業務用無線局]
⑥40GHz帯固定マイクロ
: 周波数移行済み

放送事業
（移動）

公共・一般業務
（固定） 38GHz帯FWA

電波
天文

37.0
公共業務
（移動）

45.3

[GHz]
36.0

37.5

38.0

38.5

39.5

41.0

42.0

42.5

43.5

39.0

公共・一般業務
（移動）

40GHz帯
40GHz帯画像伝送、
40GHz公共・一般業務、
38GHz帯FWA、
40GHz帯映像FPU、
電波天文

[公共業務用無線局]
⑦38GHz帯FWA
: 周波数共用に向けて継続検討

中継局等
光ファイバー

【エントランス系】

＜FWA、エントランス回線、公共・一般業務（固定）の利用イメージ＞ ＜40GHz帯映像FPUの利用イメージ＞

5G ローカル
５G 5G

電気通信業務等（固定衛星↑）26GHz帯FWA

26GHz帯FWA

24.75

25.25

27.0

28.2

29.1

29.5

31.0
小電力データ
通信システム

超広帯域無線システム



10周波数再編アクションプラン（令和４年度版）の重点的取組の概要
（４）無線LANの更なる周波数拡張等に向けた対応

アマ チュア

無線LAN 各種レーダー

無線LAN
（屋内・屋外）

DSRC

5150

5350

5850

5250

5470 5730

5650

5372.5

米、中
無線LAN

無線LAN
（屋内・屋外）

5730

ロボット
用無線

航空
システム

電通業務（固定衛星↑）

公共・一般事業・
放送事業（固定）

7250

6870

7125

放送事業
（固定・移動）

公共・一般業務・
放送事業（固定）電通業務（固定）

6425

5875

6485

放送事業
（固定・移動）

6570

5925

米国、韓国 無線LAN

欧州 無線LAN

V2
X

５G
候補

7025

5855

ISM

無線
LAN等

ｱﾏ
ﾁｭｱ

2497

2400

2500

2499.7
VICS

2535

2450

無線LAN

ロボット用無線
2483.5-2494

移動衛星↓

無線
LAN
等

国内分配

海外の状況

約100MHz幅

200MHz幅

260MHz幅

（屋内
・屋外）（屋内）

（屋内・屋外）

（屋内・屋外）

（屋外利用の可否は
国によって異なる。）

（5150-5250MHzの帯域の屋外利用は、登録局制度）

5150

固定
衛星↑

気象
レーダー

[公共業務用無線局]
気象レーダー（C帯）
: 共用条件を検討済み

[公共業務用無線局]
6.5GHz帯固定マイクロ
: 周波数共用に向けて

継続検討

産業科学
医療用

（ISM）
UWB無線LAN（屋内・屋外）

（予定）

電通・公共業務
（固定衛星↓・移動衛星↓）

周波数拡張に向けた
継続検討対象

無線LANの高出力屋外利用・
ナローバンドデバイスの利用

検討対象

・ 将来のモバイル通信のトラヒック増や多様な利用ニーズに対応できる無線LANシステムの実現に向けて、6425～7125MHz帯への周波数拡張
に関して、他の無線システムとの共用検討を進め、諸外国における動向やWRC-23におけるIMT特定候補周波数帯（7025～7125MHz）に
留意しつつ、令和５年度中に技術的条件のとりまとめを行う。

・ 5925～6425MHz帯における無線LANの高出力屋外利用及びナローバンドデバイスの利用に関して、周波数共用の可能性を含む技術的条
件の検討を行う。

500MHz幅

放送事業
（固定・
移動）

5650

5755
5770

5850
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（５）V2Xの検討推進

周波数再編アクションプラン（令和４年度版）の重点的取組の概要

：
V2V: Vehicle to vehicle

車間認知等

V2N: Vehicle to network
遠方道路の状況把握等

V2I: Vehicle to infrastructure
信号情報把握等

V2P: Vehicle to pedestrian
歩行者認知等

V2X：
Vehicle to everythingを意味する。自動車と自動車（V2V：車車間通信）や、
自動車とネットワーク（V2N）など、自動車と様々なモノの間の通信形態の総称。
ITS :
Intelligent Transport Systems の略。高度道路交通システム。情報通信技術
等を活用し、人と道路と車両を一体のシステムとして構築することで、渋滞、交通事故、
環境悪化等の道路交通問題の解決を図るもの。

無線LAN
（屋内・屋外）

DSRC

5850

5470

5650

電通業務（固定衛星↑）

電通業務（固定）

6425

5875

6485

放送事業
（固定・移動）

6570

5925

産業科学
医療用

（ISM）

ロボット
用無線

各種レーダー

検討対象

・ 自動運転システム（安全運転支援を含む。）の進展・重要性を踏まえ、既存のITS用周波数帯（760MHz帯等）に加えて、国際的に検討が
進められている周波数帯（5.9GHz帯）において、同周波数帯の既存無線システムに配慮しながら、V2X用通信を導入する場合における具体
的な周波数の利用方策等について、一部の既存無線システムとの周波数共用不可等の検討結果や最新の国際動向・技術動向等も踏まえな
がら、令和４年度に検討を開始する。

・ この検討結果を踏まえ、V2X用通信の具体的なサービス提供主体等が明らかになり同周波数帯へ導入することとなる場合には、既存無線システ
ムの移行等により必要な周波数帯域幅を確保した上で、令和５年度中を目処にV2X用通信への周波数割当てを行う。

放送事業
（固定・
移動）

5650

5755
5770

5850

＜V2Xの利用イメージ＞

5860 5870 5880 5890
5900

5910 5920 5930

Cellular-V2X
Service中国

欧州

放送事業

米国 Cellular-V2XUnlicensed (Wi-Fi等)

(MHz)

日本

5850

Road
ITS

Road
ITS

Road
ITS

Road
ITS Rail ITS

2019年12月にFCC（連邦通信委員会）がV2Xシステム（C-V2X）の導入に向けた周波数割当案
について、パブリックコメントを実施。2020年11月18日にFCCが30MHz幅をC-V2Xに割り当てる旨発表。

2020年10月７日にEC（欧州委員会）が各加盟国は2021年６月30日までに5875-
5925MHzをITSへ割り当てるべき旨決定。

V2Xシステム（C-V2X）の導入が2018年に決定しており、実運用に向けた動きが加速化中。

各国の周波数割当状況

無線LAN（屋内・屋外）
（予定）

アマチュア
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（６） 衛星通信システムの高度利用に向けた対応

周波数再編アクションプラン（令和４年度版）の重点的取組の概要

1.7GHz帯/1.8GHz帯携帯電話向け非静止衛星通信システム

・ 令和６年以降実現が期待される1.7GHz帯/1.8GHz帯携帯電話向け非静止衛星通信システムについて、無線通信規則など国際的な調和
等の観点に留意しつつ、周波数共用を含めた技術的条件や免許手続きの在り方などについて必要な検討を行う。

・ 静止衛星を用いた移動体向けブロードバンド衛星通信システム（ESIM）による利用帯域が、WRC-19の結果拡張されたことを踏まえ、当該拡
張帯域（17.7～19.7GHz、27.5～29.5GHz）に係る技術的条件の検討に向けた既存無線システム等との周波数共用に係る技術試験を
行っているところ、令和４年度末までにこの結論を得る。

想定される用途
■用途２
災害時に基地局が損壊し
ても、既存端末で同様の通
信手段を提供

災害発生地域

■用途１
山岳地帯や離島等のエリ
アカバレッジを実現

非カバレッジエリア

例：山岳地帯や離島等

1710

1785

1805

1850

1730
1750

1825
1845

公共業務（固定）

携帯電話 携帯電話

サービスリンク
1730-1750MHz（↑）
1825-1845MHz（↓）

検討対象

[MHz]

フィーダリンク
37.5-42.5GHz（↓）
45.5-47.0/47.2-50.2GHz（↑）

電波
天文

公共業務
（移動）

簡易無線

アマチュア

放送事業
（移動）

公共・一般業務
（固定）

公共・一般業務
（移動）

36.0

37.5
38.5
39.5
41.0

42.0
42.5

45.3

43.5

47.0
47.2

50.4
51.2

39.0

50.2

電波天文

48.94
49.04

38GHz帯FWA

38.0

5G候補周波数帯[公共業務用無線局] ⑤、⑥、⑦のシステム

ESIMの拡張利用

[GHz]

Ka帯静止通信衛星

航空機

船舶や航空機などでのブロードバンド

船舶

ESIM拡張
検討対象

5G ローカル
５G 5G

26GHz帯FWA

25.25

27.0

28.2

29.1

29.5

31.0

超広帯域無線システム

27.5

30.0 [GHz]

FWA・
電通業務
(固定)

BSフィーダ
リンク↑ 

電通業務等
（固定衛星↑）

17.3                               

17.7

19.22

19.7

18.72

20.2

21.2

FWA・
電通業務
(固定)

[GHz]

電通業務等
（固定衛星↓）

現在の
ESIM↑

現在の
ESIM↓

＜1.7GHz帯/1.8GHz帯携帯電話向け非静止衛星通信システムの利用イメージ＞ ＜ESIMの利用イメージ＞



13周波数再編アクションプラン（令和４年度版）の重点的取組の概要
（７） その他の主な周波数再編、移行等の推進

① デジタルMCAの高度MCAへの移行後の周波数有効利用方策の検討
・ 令和３年４月にサービスを開始した高度MCA陸上移動通信システムへの移行時期等と併せて、移行により開放される周波数において新たな無

線システムを早期に導入できるよう、移行期間中からの周波数共用による段階的導入の可能性も含め、令和３年度に実施した技術試験の結
果等を踏まえ、引き続き新たな無線システムの技術的条件等について検討を進める。

携帯電話携帯電話 MCA↓ 携帯電話

915

850

810

ラジオマイク
（特定小電力）

960  806

RFID

890

815

845

945

携帯電話
高度
MCA
↑

895

高度
MCA
↓

新システムの技術的条件等の検討

移行時期等の検討 [MHz]

MCA↑

940

930

900

860

② 1.2GHz帯アナログ方式の画像伝送システムの周波数移行

1.2GHz帯画像伝送用携帯局

移行先

移動
衛星
↓

産業科学医療用
（ISM）

無線LAN等

ｱﾏﾁｭｱ 2497

2400

2500

2499.7
電波ビーコン

（VICS）

2535

2494

2483.5
2450

ロボット用無線
（無人移動体画像伝送システム）

5850

5650

5925

アマチュア

各種レーダー

無線LAN
産業科学

医療用
（ISM）

DSRC

5470

5730

5875

5770

5850

放送事業
（固定・移動）

5650
5755

[公共業務用無線局]
① 1.2GHz帯画像伝送用携帯局
: 廃止済み

1300

1215

1260

各種レーダー
準天頂衛星
地球探査衛星↓

ｱﾏﾁｭｱ
移動GPS

特定小
電力

放送事業

1240

[MHz] [MHz] [MHz]

・ 2.4GHz帯、5.7GHz帯等の周波数の電波を使用して上空からのデジタル方式による画像伝送が可能な、無人移動体画像伝送システムの無
線局に係る制度整備が平成28年になされたことを受けて、1.2GHz帯を使用するアナログ方式の画像伝送システムの新たな免許取得が可能な
期限については令和９年度を目途とし、2.4GHz帯、5.7GHz帯等への早期の移行を図る。
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③ 1.9GHz帯公衆PHSサービス終了後の周波数有効利用方策の検討

周波数再編アクションプラン（令和４年度版）の重点的取組の概要
（７） その他の主な周波数再編、移行等の推進

・ 1.9GHz帯を使用する公衆PHSサービスは、令和５年３月末に終了予定である。公衆PHSサービスの終了後を見据え、DECT方式やTD-LTE
方式のさらなる周波数拡張や高度化など、周波数の有効利用に向けた技術的条件を令和４年度中に取りまとめる。

（続き）

GBGB携帯電話
（ ↓ ）

携帯電話
（ ↑ ）公衆ＰＨＳ デジタルコードレス電話の無線局

1915.71884.5 1893.5 1906.1

公衆ＰＨＳ
1880 1920 [MHz]

GB=ガードバンド
制御チャネル 制御チャネル

広帯域デジタルコードレス電話
（ＤＥＣＴ方式）

1895.616 1897.344 1899.072 1900.800 1902.528 1904.256

F1 F2 F3 F4 F5 F6

1897.4 1899.2 1901.0

1899.11891.0 1914.0

広帯域デジタルコードレス電話
（TD-LTE方式1.4MHz幅）

広帯域デジタルコードレス電話
（TD-LTE方式5MHz幅）

狭帯域デジタルコードレス電話
（自営ＰＨＳ方式）

令和５年３月末サービス終了を
踏まえた新規利用対象周波数

コードレス電話
VoIPゲートウェイ 等

ホームネットワークシステム
スマホ対応テレビドアホン 等

＜DECT方式の利用イメージ＞

テレビドアホン
ベビーモニタ 等

（例：病院）

スマートフォン

コードレス電話
PHS端末

TD-LTE方式

環境センサ

バイタル情報

医薬品
在庫情報

在圏情報/
多言語翻訳

＜TD-LTE方式の利用イメージ＞

屋外では携帯
電話端末とし
ても利用可能
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（８）Beyond５Ｇの推進

周波数再編アクションプラン（令和４年度版）の重点的取組の概要

<Beyond 5G推進コンソーシアム>

・ 2030年代に導入が見込まれ、あらゆる産業や社会活動の基盤となることが期待される次世代の情報通信インフラBeyond５Gについて、令和
２年６月に策定した「Beyond５G推進戦略－6Gへのロードマップ－」における研究開発戦略と知財・標準化戦略の更なる具体化等を行った
「Beyond 5Gに向けた情報通信技術戦略の在り方 －強靱で活力のある2030年代の社会を目指して－」が令和４年６月にとりまとめられた。

・ 同戦略に基づき、技術開発を我が国がリードし、通信インフラの超高速化・省電力化、陸海空の通信カバレッジ拡張等を実現するため、光ネット
ワーク技術、光電融合技術、衛星・HAPSネットワーク技術等の研究開発を強力に加速し、その開発成果を2025年以降順次、社会実装してい
くとともに、国際共同研究及び国際標準化を強力に推進していく。

・ 産学官の連携については、「Beyond 5G推進コンソーシアム」と「Beyond 5G新経営戦略センター」が中心となってBeyond 5Gの取組を推進し
ており、同コンソーシアムは、令和４年３月にBeyond 5Gに求められる性能目標を含む「Beyond 5G ホワイトペーパー ～2030年代へのメッ
セージ～ 1.0版」を公表した。

・ 同コンソーシアム及び同センターを核として、産学官の連携やユースケースの発掘、周知啓発などの取組を進めるとともに、研究開発や標準化に向
けた実証、人材育成などへの支援に関する取組のうち電波の有効利用に資するものについては、電波利用料を活用して一層強化する。

・ テラヘルツ波といった高周波数帯域における技術開発や実証試験を推進するため、令和４年５月、特定実験試験局の対象周波数帯を
1100GHzまでに拡張するとともに、高周波数帯域における特定実験試験局の開設時の添付書類や事前の無線設備の点検による確認手法を
簡素化する制度整備を実施した。

「Beyond 5Gに向けた情報通信技術戦略の在り方 －強靱で活力のある2030年代の社会を目指して－」より

●世界市場のゲームチェンジを目指した「ネットワークアーキテクチャ」の方向性
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